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食品産業の農業参入割合が初の減少、採算・収益性判断が理由 
―平成22年上半期食品産業動向調査で判明― 

 

 
 

 

 

 

① 過去３回の調査では、農業に「参入している」と回答した企業の割合が、それぞれ７．７％

（平成１９年上半期）、８．６％（２１年上半期）、１０．５％（２１年下半期）と拡大してきまし

たが、今回の調査では９．４％と１．１ポイント減少しました。 

 

② また、「検討・計画している」「関心はある」と回答した参入予備軍とも言える企業の割合は、

前回の２１年下半期調査と同じ３３．４％と変化がありませんでしたが、一方で、「参入を断念また

は撤退した」との企業の割合が１．７％から２．６％となりました。 

 

③ 「参入している」「検討・計画している」と回答した企業のうち、農業参入に必要な支援、課題

は何かとの質問（複数回答）に、「採算性、収益性の判断」と答えた企業の割合が４５．３％と最も

多く、次いで「事業地（農地）の確保」（３８．４％）、「資金調達の確保」（３７．８％）と続きま

した。 

 食品産業など異業種企業からの農業参入の促進には、採算性・収益性の判断などを含めた初期の

財政的な支援が大きなポイントになってきています。 

 

 

 

 

ニュースリリース 

日本政策金融公庫（日本公庫）農林水産事業が実施した平成２２年上半期食品産業動向調査で、食

品産業（製造業、卸売業、小売業、飲食店）からの農業参入の割合は、これまで参入拡大の傾向にあ

った過去の調査結果に比べ、今回初めて１．１ポイントの減少となりました。減少に転じたのは調査

開始（平成１９年）以来、初めてのことです。「採算性や収益性の判断」を理由にあげています。 

また「参入を断念または撤退した」との企業の割合も前回調査に比べ０．９ポイント増えていま

す。 

これらから、食品産業からの農業参入がやや足踏み状態であることがわかります。 

今回の食品産業調査対象は６，８２４社で、このうち回答が２，５６８社、回答率は３７．６％で

す。 



 

 

 

④ また、農業への参入理由（２つまで回答）については、今回調査では「商品の高付加価値・差

別化」が４１．７％と最も多く、「原材料の安定的な確保」（３５．２％）と経営的メリットが大き

いと判断しており、前回の２１年下半期調査と同様の結果となっています。 

一方で、「原材料の調達コストの低減」（１６．５％）よりも「トレーサビリティーの確保」（２７．

１％）や農地の保全など「地域・社会への貢献」（２３．６％）を重視しているところは、食や企業

に対する安全・安心といった消費者マインドを強く意識していることがうかがえます。 

 

⑤ 農業参入の方法、形態（複数回答）については、「自社・子会社が直接参入」と答えた企業の割

合が５３．８％と最も多く、次の「農業法人を新たに設立」（２５．５％）、「農業法人に出資、業務

提携」（２２．４％）と比べて２倍以上の割合となっており、昨年１２月に施行された改正農地法に

より、農業生産法人以外の一般企業にも農地の貸借が可能になったことが異業種からの農業参入の

方法、形態に反映してきている結果となっています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

調査時点   平成２２年７月１日 

調査方法   郵送により調査票を配布し、郵送またはファックスにより回収 

調査対象    全国の食品関連企業（製造業、卸売業、小売業、飲食店） ６，８２４社 

有効回答数  ２，５６８社（回答率３７．６％）  



農業参入への取り組みについて

食品産業からの農業参入割合が微減、断念・撤退割合は微増

○　過去３回の調査では、農業に「参入している」と回答した企業の割合が、それぞれ７．７％（平成１９年上半期）、
　８．６％（２１年上半期）、１０．５％（２１年下半期）と拡大してきましたが、今回の調査では９．４％と１．１ポイント減少
　した。また、「参入を断念した、または撤退した」との企業の割合が１．７％から２．６％と増加したのも大きな特徴。

○　「参入している」、「検討・計画している」と回答した企業のうち、農業参入に必要な支援、課題として、「採算性、
　収益性の判断」と答えた企業の割合が４５．３％と最も多く、農業参入の促進には、採算・収益性の判断などを含め
　た初期の財政的な支援がポイント。

○　調査対象６，８２４社、有効回答数２，５６８社（回答率３７．６％）

食品産業の農業参入への取り組み
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(参考）

農業参入の方法、形態（複数回答）
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